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 本論文は、経済発展の後発国を視野に入れた女性の労働力参加の長期的変化を説明する包

括的動態理論を、主に台湾と日本の比較を通じ実証的に構築することを目的としている．日

本では1970年代半ば以降、性別分業体制が維持されたまま女性の労働力参加が拡大した．そ

のため、いまだに多くの女性が就労を出産での離職によって中断し、その後パート労働で再

就労している(M字型就労)．だが世界一の超高齢社会となり、ジェンダー平等だけでなく、

日本経済と社会保障制度維持の観点からも、女性が就業継続しつつ子どもを産める社会の実

現が重要な政策的課題となった現在、結婚・出産による就労中断がみられない国との比較を

通じて女性の労働力参加の変化の要因を明らかにし、所与の条件を前提とした上で有効策を

考える必要がある． 

 女性の労働力参加の長期的変化についての標準的理論は、M字型を克服した欧米の経済先

進社会をモデルとしている．それは、農業や家業において労働力参加をしていた女性が工業

化の成熟と共に非労働力化し、その後サービス産業化と、男女雇用均等雇用や仕事と家庭の

両立を支援する制度・政策が導入されることによって、女性がふたたび労働力化(脱主婦

化・非M字型化)していくことを予測するものである．だがこの枠組みでは、そういった制度

が脆弱な米国や台湾でも、女性のM字型就労が発生していない事実が説明できない．特に台

湾に関しては、中小・自営中心の経済構造が意図せざる結果として相対的に男女平等な雇用

を支えていることが、既存の研究によって指摘されている．つまり、制度と構造の両方を組

み込み、後発国(台湾)の事例も説明できる女性労働の比較理論が必要といえよう． 

 そこで、後発国に注目した比較福祉国家研究における “時間軸”を組み込んだ理論を援

用し、女性の労働力参加についての既存理論の問題点を整理すると、(1)女性の労働力参加

に関わる複数の構造と制度を体系的に理論化できていないこと、(2)静態的であるために両

者の順序やタイミングを理論化できていないこと、の大きく2つがみえてくる．本論文では、

(1)(2)の2つの問題点に対処しながら既存の理論を経験的に見直し、包括動態理論の構築を

試みている．研究方法には、本研究では後発国である台湾を中心とした、長期国際比較マク

ロデータの記述的分析と、台湾と日本のマイクロデータの統計学的分析を用いた． 



 本論文は、概要を述べる「はじめに」と5つの章、「おわりに」で構成される．第1章では

女性の労働力参加の長期的変化に関する理論の再検討を行う．まず社会学と経済学による女

性の労働力参加の長期的変化に関する研究をレビューし、既存の標準理論を紹介する．次の、

台湾の女性労働力参加率の記述的マクロデータ分析では、標準理論に対する反証事例を見出

し、それを本論文で解くべきパズルと位置づける．そして、比較福祉国家研究の構造要因・

制度要因・時間軸に着目する視座を紹介し、それを女性労働力参加の長期的変化に援用した

場合、各要因がどのように整理できるのか、また時間軸として注目すべきタイミングがいつ

なのかを、女性の労働力参加に関する既存研究の知見に基づいて示す． 

 第2章と第3章では、第1章で示した要因のうち、構造要因が女性の労働力参加に与える影

響についてマイクロデータで検証する．台湾の非M字型就労は中小企業が多い経済構造が支

えているとする説に関連して、日本においても、小さい企業の方が就労調整に柔軟に応じて

いるため女性が就業継続しやすいという説がある．しかし、これらの主張を計量的に検討し

た研究は少ないため、個票データを用い女性の就労選択における中小企業の役割に注目した

イベントヒストリー分析を行う． 

 第2章では日本について、平成14年「就業構造基本調査」の匿名データを用い、結婚、育

児、看護・介護を理由とする離職のしやすさが企業規模でどのように異なるのかを分析する．

主な結果として、小規模企業は結婚と育児に関しては大企業と遜色ない程度に離職を抑えて

いるが、介護・看護に関しては上手く対応できていないことを示す． 

 第3章では台湾について、「Panel Study of Family Dynamics」の2003～2010年データを

用い、女性の離職と転職のしやすさの企業規模ごとの違いを分析する．主な結果として、小

規模企業で働く女性は柔軟に就労調整し離職しないか、小規模企業間で転職を活発に行なう、

という2つの方法で就労を継続していることを示す．さらに第2章の結果も含めて考察し、構

造要因(企業規模)は若年女性の労働力参加の支えにはある程度なるが、介護が生じたり転職

で不利になったりする中高年の支えにはならないことを指摘する． 

 第4章では、包括的分析枠組みによる台湾を中心としたマクロデータの国際比較と、その

結果を受けての理論化を行う．さらに、構造的に(つまり経済的動因で)女性が労働市場に引

き込まれ、理念的支えをもった制度設計が追いつかない結果、「制度的サポートなき平等主

義的分業」が生じることも指摘する． 

 第1章から第4章までは、台湾の事例に基づき新たな分析枠組みの提示と検討を行うが、一

転して第5章では、動態理論によって明らかにした、「制度的支えなき平等主義的分業」が

もたらした帰結として台湾女性のジェンダー役割態度を取り上げる．具体的には、「East 

Asian Social Survey 2006」データにより女性のジェンダー役割態度の台日韓比較を分析し、

台湾高学歴層においては、女性の家庭役割を全体的に肯定しながらも「不景気に男性雇用を

優先」することには反対するという乖離がみられることを明らかにする．  

 「おわりに」ではまず全体の知見をまとめ、台湾の一事例からの一般化にむけて、今後の

研究の展開と乗り越えるべき課題について述べ本論文の締めくくりとする． 


